
 常務取締役の坂井です。

 本日はお忙しい中、第2四半期決算説明会にご参加いただきありがとうご
ざいます。

 昨日、第2四半期決算及び、通期業績予想の修正について公表しました。
本日私からは本発表及び、昨年9月に発表した「変革のスピードアップ」
の進捗についてご説明いたします。

1



2



3



 決算及び通期計画のハイライトです。

 第2四半期は、緊急事態宣言等の影響で非常に厳しい決算となりました。
第3四半期以降は回復していくことを見込んでいますが、回復時期が当初
見込みより遅くなることから、業績見通しを修正せざるを得ない状況とな
りました。

 第2四半期決算の営業収益について前々年と比較すると、単体、連結とも
に6割程度であり、年度見通しは7割程度の水準となっています。

 配当予想につきましては、年間配当100円から変更ありません。
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 単体決算の概要です。
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 単体計画の概要です。運輸収入は、後ほどご説明します。

 その他の収入が4月計画から730億円増加していますが、これは主として
資産流動化によるものです。当社も不動産投資顧問会社を設立しておりま
すが、そうした会社が組成するファンド等に資産を売却し、回転型ビジネ
スモデルを構築していきます。本業と位置付けて実施していきますので、
従来は特別損益に計上しておりましたが、営業損益に計上することとしま
した。

 営業費用については、年度初に計画したコストダウンからさらに深掘りを
しています。

 営業外損益が改善しているのは、子会社からの受取配当金が要因であり、
連結決算では消去されます。

 特別損益では、資産流動化が営業損益に区分変更になったことのほか、株
式などの資産売却を当初より増加させています。
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 続きまして、連結の決算・通期計画についてです。

 不動産・ホテル事業ですが、先ほどお話した資産流動化がこのセグメント
で計上されてくることから、通期計画が480億円の増加となっています。

 営業外損益では、グループ会社での感染拡大防止協力金の計上などがあり、
当初計画より40億円増加しています。
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 運輸事業で大きなシェアを占める鉄道運輸収入の実績と見通しを示してい
ます。

 今年度は東京都において非常に長い期間に渡って緊急事態宣言が発令され
ており、その影響で在来線関東圏や新幹線が低迷していました。

 今後の見通しとしては、コロナ前と比較して、10月と11月は在来線関東
圏は70％程度、新幹線は50％程度の水準が続き、11月で希望者へのワク
チン接種が完了見込みであることから、その後に回復していくことを想定
しています。足元はこの水準よりもよい状況で、11月の新幹線の予約状
況も回復してきていますが、感染第6波ということも言われていますので、
そのようなリスクも見た計画としています。

 来年度以降の見立ては変えていません。
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 流通・サービス事業です。

 決算では減収増益となっていますが、「収益認識に関する会計基準」の影
響を除くと増収増益でした。各社の営業収益の増減も記載していますが、
会計基準変更の影響を除けば増収でした。

 収入の見通しですが、JR東日本クロスステーションを中心としてエキナ
カ事業の見通しは年度初から変更していませんが、鉄道事業と関連性の高
い事業ですので、年度末には90%程度まで回復する想定としています。

 広告事業は回復が少し遅れていますので、見通しを引き下げています。
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 不動産・ホテル事業です。上方修正しているのは、資産流動化によるもの
です。

 収入の見通しですが、ショッピングセンター事業は足元でも回復が進んで
いますので、年度末での水準を引き上げてほぼコロナ前に戻る見通しとし
ています。

 オフィス事業は、KAWASAKI DELTAやJR横浜タワーなどの新規開業案件
もありましたので、コロナ前と比較して120％程度の見通しとしています。

 ホテル事業は、緊急事態宣言の影響で第2四半期までは非常に苦しい状況
でしたが、年度末に向けては80％程度まで回復してくることを見込んで
います。
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 その他です。

 決算では減収減益となっていますが、「収益認識に関する会計基準」の影
響でカード事業における年会費の計上方法が変わったことなどが影響して
おり、会計基準変更の影響を除くと減収増益でした。

 通期計画においても対前年でわずかに減益となっていますが、会計基準変
更の影響を除けば増収増益を目指せる水準です。
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 年度初では、損益で700億円のコストダウン計画としていましたが、厳し
い経営状況も勘案しまして、300億円以上の深掘りを行って1,035億円と
しました。

 設備投資についても当初計画の6,740億円から760億円のコストダウンを
行います。760億円のうち維持更新投資は300億円で、施工方法の見直し
や来年度以降に先送りを行います。成長投資は410億円で、コストダウン
のほか、予定していた不動産の取得時期がずれ込むことも含んでいます。
これらに重点枠の50億円も合わせて760億円の計画としています。

12



 資金調達の方針は変わっていません。
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 続きまして、「変革のスピードアップ」について、上期の取組みと今後の
方向性についてご説明します。
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 当社は中期経営計画として「変革2027」を掲げていますが、コロナによ
る環境変化に対して、これまで以上にレベルとスピードを上げて「変革
2027」を進めていくために、昨年９月に「変革のスピードアップ」を発
表しています。
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 成長・イノベーション戦略の再構築です。

 緊急事態宣言が解除されましたので、このタイミングを逃さずにワクチン
接種者向けの旅行需要喚起などキャンペーンを実施していきます。

 MaaSでは上期の東北デスティネーションキャンペーンでの展開を継続し、
一関エリアではオンデマンド交通も組み込むことで、より便利で使いやす
いものにしていくことを進めています。

 グリーン料金の見直しは2022年春から実施していきます。
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 まちづくりでは、目黒や品川での開発のほか、中長期を見据えて、芝浦、
中野、浜松町などの開発も進めています。芝浦、中野、浜松町は他事業者
との共同事業ですが、駅の改良なども合わせて実施することで魅力あるま
ちづくりを進め、収益力の向上にも寄与させていきます。

 Beyond Stations構想では、駅の付加価値を高めていくために、実証実験
段階のものも含めて、さまざまな取組みを行っています。
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 経営体質の抜本的強化です。

 現在はチケットレスあるいはキャッシュレスを進めており、これらによっ
て効率的な事業運営だけでなく、駅のスペースを生み出すことが可能に
なってきます。

 ピーク需要の分散を進めるため、来年4月からはこれまでよりもメリハリ
をつけた料金にしていくことをすでに発表しました。
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 こちらも従来から進めていますが、ワンマン運転や自動運転について、鉄
道だけでなくBRTでも進めています。

 スマートメンテナンスも各部門で進めており、今後はこうしたことがコス
トダウンに寄与してくると考えています。
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 設備のスリム化については、架線を撤去してシンプルな設備とすることで
メンテナンスコストが不要になるとともに、老朽取替の際の更新コストを
大幅に抑制することができるようになります。

 蓄電池車両やハイブリッド車両はすでに実用化されており、将来的には水
素を使った電車なども導入できるように実証実験を進めていますので、車
両がこのような最新のものに置き換わっていくことで、架線は不要になっ
ていきます。
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 環境についてまとめています。2050年のカーボンゼロに向け、当社とグ
ループ会社合わせてさまざまな取組みを着実に実施しています。
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 以下は補足情報です。

 ありがとうございました。
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